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1．はじめに 

 1880～2012年における世界平均地上気温は0.85℃上昇

し1)，日本においても1898〜2013年における年平均気温は

100年あたり1.14℃の上昇傾向を示している2)。また，気

象現象の極端化も進行しており，たとえば関東甲信地方

では異常な高温や1時間50mm以上の短時間強雨の頻度な

ど増加傾向にある3)。 

 こうした地球規模の気候変動への適応とともに，地域

あるいは地点によって異なる気温や降水量の変化，異常

気象の発生などにも対応しなければならない。くわえて，

地域の自然環境，社会経済，文化などの状況によっても

気候変動による影響の現れ方や大きさは異なってくる。

このような気候変動に対しては，地域や影響の種類に応

じた対応が必要となることから，地方自治体における取

組が重要となっている4)。 

こうした状況を受けて，気候変動予測に関する国の研

究の方向性もダウンスケーリング技術を用いた地域詳細

な気候予測やそのデータを活用した地域におけるさまざ

まな分野への影響評価など，全国スケールから地方自治

体スケールへとシフトしつつある。具体的には，環境省

のS-8（温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究；

2010年度〜2014年度）や文部科学省SI-CAT（気候変動適

応技術社会実装プログラム；2015年度〜2019年度）など

の研究プロジェクトでは，地方自治体が使えるような空

間解像度での気候変動予測や，農業，防災，生態系など

の分野における影響評価と適応策の効果などの研究がモ

デル的に行われている。これらの結果の一部は，すでに

気候変動適応情報プラットフォームのWEBページ5)などを

通じて公開されており，地方自治体において将来の気候

変動への適応を進める上で欠かせない情報が整いつつあ

る。 

このように地域における気候変動適応の必要性とそれ

に必要な気候変動の予測や影響評価に関する情報が整っ

てきたこのタイミングで，気候変動適応法（以下，適応

法）が公布（2018年6月13日）され，施行（2018年12月1

日）となった。また，適応法には地域気候変動適応計画

（以下，地域計画）策定と地域において気候変動影響，

適応に関する情報の収集，分析，提供等の拠点（地域気

候変動適応センター；以下，センター）の体制の確保が

努力義務として記載された。今後，各自治体において気

候変動適応の取組の推進はもちろんのこと，地方環境研

究所においてはセンターとしての機能を確保し，地域計

画策定に必要な情報の提供などが求められるものと考え

られる。 

本稿では，地方環境研究所における気候変動適応に関

する取組事例の紹介として，長野県における気候変動適

応の取組概要について紹介するとともに，長野県環境保

全研究所（以下，当研究所）が実施してきた気候変動に

関する研究について具体的に述べる。さらに，適応に関

する今後の課題と展望について触れたい。関係者の今後

の参考となれば幸いである。 

なお，当研究所には調査研究を行う部が６つ（水・土

壌環境部，大気環境部，循環型社会部，自然環境部，感

染症部，食品・生活衛生部）あり，筆者は自然環境部所

属の気象担当として気候変動に関する研究に携わってい

る。そのため，以下で述べる当研究所の気候変動に関す

る研究については，気象と生態系影響のみしか言及する

ことができない。地方環境研究所の多くは環境科学や衛

生関連の分野が多いが，それらの分野の研究については

本稿では触れることができない点をあらかじめお断りし

ておきたい。 

 

2．長野県における気候変動適応の取組 

まず，長野県における気候変動適応の取組の概要につ

いて紹介する。長野県では「地球温暖化対策の推進に関

する法律」にもとづく地方公共団体実行計画（区域施策

編）の第三次の改定版として，2012年に「長野県環境エ

ネルギー戦略〜第三次長野県地球温暖化防止県民計画〜」
6)（以下，戦略）を策定した。戦略では，これまで実施し

てきた緩和策（温室効果ガス総排出量削減）の見直しと
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東日本大震災以降のエネルギー情勢の変化をうけて，よ

り実効性の高い地球温暖化対策と地域主導のエネルギー

事業によって地域の自立を図る「環境エネルギー政策」

を総合的に実施することとなった。この戦略の策定にあ

わせて，その一年前から検討が行われた結果，県内にお

ける気候変動の影響7)への対応も考慮され，適応策に関す

る項目が盛り込まれた。そこにいたる経過については陸

ほか8)および陸 9)に詳しく記載されている。 

戦略において，気候変動適応策は「地球温暖化適応策

パッケージ」として二つの項目がたてられた。一つは，

気候変動の影響は広範に及びかつ地域によって異なるた

め，まずは空間的に詳細で具体的な気候変動の現状や影

響の把握と，将来予測を行うというものである。しかし，

長野県内の地形は複雑で標高差が大きくかつ気候の南北

差もあるため，県内の気候特性を詳細に把握するために

は，気象庁のアメダスデータだけでは観測地点の数が少

なく難しい。また，気候変動の影響はさまざまな分野に

および，影響に関するデータは散在していることから，

影響の総合的な把握は容易ではない。そこで，これらの

課題を解決するため，県内の様々な機関や団体などが，

それぞれの目的に応じて測定している気象データや影響

に関する情報を一元的に収集，整理することとした。そ

こで，当研究所を中心として，データを所有する国や県，

市町村の関係機関，県内に所在する研究機関，大学，団

体，専門家などで構成する「信州・気候変動モニタリン

グネットワーク」（以下，モニタリングネットワーク）

を組織し，観測データの収集・整理体制の構築を目指す

こととなった。  

もう一つの項目は，気候変動の影響に対する適応策を

さまざまな主体で進めることである。気候変動の影響へ

適応していくための技術や手法は，県内の様々な機関や

団体などにおいてすでに（適応策として認識はされてい

ないものの）実施されている，あるいは別目的で個別に

研究や開発が進められている。しかし，こうした技術や

手法をもつ機関や団体が，将来の気候変動予測や気候変

動影響とそのリスク情報を得るための機会や，適応の手

法，技術，政策を検討するための場がない。こうした問

題意識から，気候変動への適応を広く社会で実装してい

くためには，関係機関・団体間における気候変動に関す

る情報の共有，気候変動適応に関する検討を促進する場

が必要と考えた。そこで，長野県環境部環境エネルギー

課が中心となり，国や県，市町村の関係機関，県内に所

在する団体，大学，企業等で構成する「信州・気候変動

適応プラットフォーム」（以下，プラットフォーム）を

構築し，気候変動適応を促進する体制を目指すこととし

た。これにより，防災対策の一層の推進，農業分野での

新たな品種の開発やさまざまな分野での新技術の開発な

どが期待される。 

以上のように，長野県ではモニタリングネットワーク

とプラットフォームの2つ体制を軸として，気候変動適応

を推進しており，最終的には気候変動に対してレジリエ

ントな市民・地域社会の創造を目指している（図1）。 

以下，モニタリングネットワークおよびプラットフォ

ームの経過と現状について，当研究所の関わりを中心に

紹介する。 

図1 長野県における気候変動適応の推進体制 

 

2.1 信州・気候変動モニタリングネットワーク 

モニタリングネットワークは，2014年11月に設立され，

気象観測データや気候変動に関する情報を所有する県内

の大学，国の機関，県関係各課等の組織や機関など50団

体によって現在構成されている。当研究所はモニタリン

グネットワークの事務局を担当し，以下の業務を行って

いる。 

(1) 長野県内における気候変動に関する観測データ等の

収集・整備 

モニタリングネットワーク参加機関が所有する気温，

雨，積雪深などの気象観測データや水位等の気候変動影

響データを一元的に収集することを目指している。これ

により，たとえば長野県内の気象観測地点数が最大でア

メダスの9倍に増加することとなり（図2），県内の複雑

な気候特性の把握に十分な観測密度が確保される。 

図2 モニタリングネットワーク収集予定観測地点 
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これら収集したデータは，必要に応じて品質管理を行

い，補正等の処理を施した上で，メッシュ情報などに加

工した二次的な情報データベースとして整備を行う予定

である。このデータベースはモニタリングネットワーク

の参加機関が共有，利用できるようにするだけでなく，

将来的には，国内におけるさまざまな機関が研究に利用

できるようなデータベースとして公開することで，長野

県における気候変動研究の促進を図りたいと考えている。 

(2) 気候変動モニタリングレポートの刊行 

収集した観測データを活用し，長野県内の気候変動に

関する状況を年毎に整理した年次報告書（信州・気候変

動モニタリングレポート；以下，モニタリングレポート）

を定期的に発刊し，県内の気候変動に関心のある組織や

個人などへ広く発信することとしている。 

その第一弾として「信州・気候変動モニタリングレポ

ート2015」10)を2018年2月に発刊し，後述のモニタリング

ネットワークのホームページにおいて閲覧，ダウンロー

ドができるようにしている。本レポートは3章から構成さ

れ，第1章は2015年の気候，第2章は気候変動，第3章は気

候変動に関する各種指標とし，巻末には資料を掲載して

いる。なお，このレポートの刊行にあたっては，長野地

方気象台に全面的なご協力をいただき，気象等のデータ

や観測所の移転等の資料の提供とともに内容の確認も行

っていただいている。 

また，現在，第二弾として「信州・気候変動モニタリ

ングレポート2016」を作成中であり，2018年度中にはレ

ポート2017まで刊行することを目指し，2019年度からは

当該年度の前年度のレポートを刊行できるよう計画して

いる。 

(3) ホームページによる情報提供 

モニタリングネットワークの情報や成果の発信手段の

一つとして，専用のホームページ11)を開設している。こ

のホームページは長野県内における気候変動情報のポー

タルサイトを目指し，収集した気象情報の提供やモニタ

リングレポートの発信のほか，長野県内における気象デ

ータや山岳地のライブカメラ画像のリアルタイム情報の

リンク集，県内で生じた気候変動と関連するニュースの

配信などを行っている。  

(4) 運営 

モニタリングネットワークの運営については，当研究

所が事務局的機能およびデータベース整備，情報発信等

の機能などを中心的に担っている。また，長野地方気象

台，信州大学等の機関とともに運営協議会を設置し，モ

ニタリングネットワークの運営に関する課題やモニタリ

ングレポートの内容などの検討を行うため年1回開催し

ている。 

 

2.2 信州・気候変動適応プラットフォーム 

プラットフォームは，2016年10月に設立され，長野県

環境部環境エネルギー課が事務局となり運営を行ってい

る。現在，プラットフォームは県内の企業，病院，各種

団体，大学，県関係各課など49の機関・組織によって構

成されている。 

プラットフォームには，全体会と部会がある。全体会

はすべての参加機関に対して年１回開催しており，これ

までは長野県の気候変動適応に関する取組の経過報告と

ともに，国の適応に関する動向，企業の適応策の取組，

適応策に関する最新の研究成果の紹介などの講演を行い，

気候変動リスクと適応に関する最新情報の共有を図って

きた。また，部会は4つ設置されており，農業と防災部会

は2016年度に，2017年度には生態系部会，2018年度には

健康部会を立ち上げた。各部会は年1回程度開催され，そ

れぞれの分野における気候変動影響の予測結果について

情報提供し，参加者（機関・組織）間で予測情報の受け

止め方や今後の事業への活かし方（要望を含む）などを

議論している。部会の参加者は部会とその時のテーマに

よって異なっている。たとえば，防災部会では防災に関

心のある参加機関すべてに対して開かれたことがある一

方，農業部会では気候変動による農業影響情報は一部の

農業従事者，関係者にとっては深刻なリスク情報となる

可能性があることから，当面は県庁関係課ならびに農業

試験場のみと情報共有を行うこととしている。 

当研究所は，各部会において，モニタリングネットワ

ークの活動の成果として得られた長野県における気候変

動の実態についての報告や，長野県で現在活用可能な気

候変動予測情報の紹介など，気候変動の適応を検討する

ための基礎情報の提供を行っている。また，各部会のテ

ーマにあう気候変動影響評価に関する研究成果の講演に

ついて企画・調整などを手伝っている。 

 

3．長野県環境保全研究所における気候変動研究 

長野県における気候変動適応に関する取組はまだ端緒

についたばかりだが，それに先立ち，当研究所では2003

年度から気候変動の実態把握と生態系分野における影響

に関する研究を行ってきた。その後，2010年度〜2014年

度にかけては環境省S-8に，2015年度〜2019年度にかけて

は文部科学省SI-CATに参画し，国の研究機関や大学等と

の共同により，長野県における気候変動影響評価と適応

策の社会実装に取り組んでいる。これらの中から，地方

環境研究所において取り組み易い研究を紹介する。 

 

3.1 気候変動の実態把握とモニタリング 

まずは地域の気候変動の実態把握に関する研究である。

地方自治体の気候変動適応を考える上で，地域の気候変
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動の傾向や地域毎の特徴の把握，気候変動影響の検出な

どの基礎情報がもっとも重要なエビデンスである。 

(1) 経年変化 

長野県における気象庁のすべての観測地点（5地点の気

象官署・特別地域気象観測所と40地点アメダス（雨量の

みも含む））において，観測開始以来の年平均気温（図3），

年降水量，年最深積雪，年降雪量，年間日照時間，年平

均風速，年間最多風向，年平均相対湿度，年平均水蒸気

圧の経年変化と長期トレンドの検定（Mann-Kendall検定）

を行っている。ただし，アメダスでは年平均風速および

年間最多風向の解析は行っていない。これらの解析の結

果，長野県内の年平均気温は100年あたり1〜2℃の割合で

昇温しており統計的にも有意なトレンドが認められたが，

年降水量，年最深積雪および年降雪量には長期的なトレ

ンドは認められなかった（アメダス「信濃町」および「菅

平」では増加トレンドあり）。また日照時間や風速のよ

うに観測所の移転等で長期変化傾向を求めることができ

ない要素もあった。 

図3 年平均気温の経年変化（松本特別地域観測所） 

 

このような地点毎の経年変化のデータを使い，平均気

温と降水量については，100年あたりの変化率の空間分布

も求めた。特に降水量の変化率は統計的に有意な変化で

はないが，増加している地点と減少している地点が混在

し，その傾向が季節によっても異なった。降水量のよう

に局地性の強い気象現象の場合，県内に数カ所しかない

地方気象台や特別地域気象観測所のデータだけを用いる

のではなく，観測年数は短くともなるべく多くの地点デ

ータを用いた解析の結果は，防災分野の適応を検討する

上では参考になると考えている。 

経年変化の作図にあたっては，気象庁ホームページ

（過去の気象データ検索のページ12））にある統計切断の

情報（移転や測器，時間間隔の変更に伴いその前後のデ

ータが均質ではないと判断されるタイミング）も示して

いる。さらには，県内すべての気象庁観測地点を実際に

訪れ，観測地点の地表面状態や周囲の環境，測器の設置

高さなどを確認し，メタデータとしてまとめている。こ

れらの作業は地点毎の経年変化を正しく評価する上で重

要になるためである。 

今後は，モニタリングネットワークで収集した長野県

河川課・砂防課によって観測されている雨量データ（約

200地点）13)も活用して，より空間的に詳細な雨量の変化

傾向やその空間分布の解析を行う予定である。このよう

なデータは各都道府県や国土交通省14)においても整備・

公開されており，その利用は有効であろう。 

(2) 独自モニタリング 

 長野県内における気象庁の気象観測地点はアメダス

「野辺山」（標高1350ｍ），雨量のみではアメダス「御

嶽山」（標高2195ｍ）が最高所観測地点であり，それよ

り標高の高い高山・亜高山帯の山岳地においては気象観

測が定常的には行われていない。そのため高標高の山岳

地における気候変動の実態はよくわかっていない。 

また，高山帯や亜高山帯の生態系は非常に貴重である

と同時に，気候変動に対して影響を受けやすい脆弱な生

態系でもある。そこで，当研究所では，山岳地の気候変

動の実態把握と生態系の保全という両面から，独自に気

象観測機器と定点カメラを設置し，気候変動のモニタリ

ングを行っている。 

現在，気象観測は長野県内の山岳地の7箇所（標高1030

ｍ〜2850ｍ）に設置し，主に気温と日射量を10分〜30分

間隔で観測している（図4）。観測データの一部は携帯電

話回線を通じてリアルタイムで取得できるようにしてい

る。気象観測地点の配置にあたっては，同様の観測を中

部山岳地において展開している15)信州大学と相談しなが

ら，その一部は互いに観測の空白域を補完できるように

している。 

図4 山岳地に設置した気象観測機器（乗鞍岳） 

 

また，定点カメラは山岳地の積雪変動をモニタリング

するため県内外の7箇所に設置し，1時間間隔で画像を取

得している。これらの画像は携帯電話回線が利用可能な

地点ではリアルタイムでホームページ16)から確認するこ

とができる。なおこの定点カメラの運用は，当研究所と

国立環境研究所との共同研究（一部は長野県と国立環境
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研究所の連携協定）として実施している。撮影した山岳

地の積雪域の画像は，画像処理によって積雪域を抽出す

ることで積雪の消雪日を特定することができるようにな

る17)。この処理を長期的に継続することで，山岳地の雪

がどのように変動しているかを捉えることが出来るよう

になると期待される。 

以上のようなデータはモニタリングレポート（前出）
10)の作成に使われるのと同時に，より詳細な解析を加え

た研究成果18),19),20)としても発信している。  

 

3.2 気候変動予測の研究 

気候変動への適応策を具体的に検討するにあたっては，

気候変動やその影響に関する将来予測が必要になるのは

言うまでもない。しかし，地方環境研究所がCMIP5

（Coupled Model Intercomparison Project Phase 5）21)

など全球予測モデルの出力を独自に利用して地域予測を

実施することはさまざまな制約により難しいことが多い。 

一方，環境省S-8や文部科学省SI-CATでは，CMIP5の中

から選んだ数モデルに対して統計的なダウンスケーリン

グを行い，数kmメッシュの地域の気候変動予測情報が作

られた。このようなデータの利用は地方環境研究所にお

いても無理なく可能である。 

当研究所では，環境省S-8で作成された共通シナリオ第

2版の気候シナリオ22)を用いて，21世紀末の長野県の年平

均気温分布の予測図を作成した。この予測は気候モデル

にMIROC5を用い，RCP2.6，RCP4.5，RCP8.5の3つの排出シ

ナリオを利用し，1kmメッシュの空間分解能でダウンスケ

ーリングされている。その結果から，県内の相対的な気

温分布は主に標高に依存しており，特に標高の低いとこ

ろほど高温になるなどの予測が得られた23)。 

 環境省S-8は2014年度に終了し，2016年まではS-8のホ

ームページ24)から気候シナリオのShape Fileがダウンロ

ード可能であった。現在はA-PLAT5)にその機能が移行され

ている。また，文部科学省のDIAS（データ統合・解析シ

ステム）25)において，SI-CATで作成された統計的ダウン

スケーリングの地域将来気候予測データも将来的にダウ

ンロード可能になる予定である。 

 

3.3 気候変動影響の研究 

気候変動の影響はさまざまな分野に及んでいる26)。当

研究所では自然環境への気候変動影響に関する研究に取

り組んできた。対象が生物の場合，気候変動による影響

かどうかを特定することはかなり難しいが，その中でも

気象庁の生物季節観測データを使った研究は数多く行わ

れている27),28)。これは生物季節観測データが均質な精度

で長期間にわたって存在するためである。そこで，長野

県内の気象官署等（長野，松本，飯田）で長年観測され

てきた気象庁の生物季節観測データ（1953年〜2006年）

を用いて，サクラの開花日，イロハカエデとイチョウの

紅（黄）葉日のトレンド解析と気温との相関分析を行っ

た29)。サクラの開花日は松本のみで早まる傾向が確認さ

れ，3月の平均気温と比較的高い負の相関が認められた。

イロハカエデの紅葉日はすべての地点において遅くなる

傾向が確認され，年平均気温と正の相関が認められた。

イチョウの黄葉日はすべての地点において遅くなる傾向

が確認され，年平均気温と正の相関が認められた。 

近年は気象庁の測候所等の無人化に伴い，多くの地点

で生物季節観測が廃止されたが，地方気象台などの有人

施設では現在もまだ継続して観測が行われている。生物

季節観測は植物と動物に分かれており，長野地方気象台

では植物32項目，動物17項目の観察が1963年より継続し

て行われている。それらすべての観察項目を対象に，生

物季節の長期トレンドの有無を調べたところ，植物25項

目，動物11項目で統計的に有意なトレンドがみられた。

特に植物は春から初夏にかけて開花や発芽の時期を迎え

るすべてが早まる傾向を示し，逆に8月以降に開花や紅葉

の時期を迎えるすべてが遅くなる傾向を示したことが特

徴である（図5）10)。 

図5 植物季節の変化傾向（有意な項目のみ） 

 

この他の研究としては，暖地性生物（シラカシ）の分

布拡大・成長30),31),32),33)，高山帯や山岳地における生物へ

の影響把握のためのモニタリング調査34),35),36),37),38)，ハイ

マツの年枝長による過去の気候復元39)，野外温暖化実験
40),41)，鳥類の初卵日調査42)，市民参加型温暖化影響調査
43),44),45),46)などを実施している。また，将来予測にも取り

組みつつあり，これまでにイワナの分布域予測47),48)，ラ

イチョウへの影響予測，タケへの影響予測がある49)。し

かし，生態系分野における適応は農業や防災など他の分

野とその考え方が大きく異なっている。気候変動に対し

生態系は全体として変化するため，これを人為的な対策

により広範に抑制することは不可能である。したがって，
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他の様々な要因によるストレスの低減などにより，気候

変動に対する順応性の高い健全な生態系の保全と回復を

図るとともに，モニタリングにより気候変動に伴う生態

系と種の変化を把握することが基本的な適応策と考えら

れる50)。現在は長野県において気候変動の影響を検討す

べき対象種をある程度想定しながら，その適応策となり

うる各種対策について整理をしている51),52)。 

 

4．今後の課題と展望 

地方環境研究所は，適応法に記載されているセンター

の筆頭候補であろう。気候変動への適応の基本的な進め

方として順応的なアプローチの考え方がある4)。この実践

のためには，地域の気候変動とその影響の観測・監視と

適応策の効果を評価するためのモニタリングが欠かせな

い。このような長期間にわたって調査研究を継続させる

ことは，属人的に研究テーマが決まる大学では実施が難

しい反面，組織的に研究テーマを決めやすい地方環境研

究所には非常に向いている。とはいえ，地方環境研究所

も規模，体制，分野など多様であり，かつ必ずしも十分

な人数，予算，技術があるとは限らないため，そうした

課題をどう克服できるかがセンターとしての機能を十分

果たすことが出来るかどうかを左右すると考えられる。 

この課題克服に向けた筆者の個人的な見解を今後の展

望にかえ，まとめとさせていただく。 

(1) 地方環境研究所間の連携 

気候変動の影響は地域性が強く現れるため適応の実施

主体は地域にある。しかし，そうした影響は全国的に共

通する場合も多い。たとえば，水害や土砂災害への対応，

熱中症など健康影響への対策，農業分野における高温対

策などが典型であろう。 

このような共通性の高い影響への適応については，地

方環境研究所間の連携，情報共有・交換，共同研究の実

施などにより，各研究所における人的リソース不足を補

うことができるだろう。気候変動適応をテーマとした全

国環境研究所交流シンポジウムの開催や，全国環境研協

議会の各支部における気候変動に関する専門部会の新設，

気候変動や影響をテーマとした国立環境研究所と地方環

境研究所とのⅡ型共同研究の利用などが考えられる。特

に共同研究については，酸性雨全国調査53)のように，す

でに全国の地方環境研究所の連携による成果もあり，運

営のノウハウなどの蓄積があることからも取り組みやす

いのではないだろうか。こうした地方環境研究所が連携

を深める上で，そのハブ的機能を担う国立環境研究所と

の連携が重要となることは言うまでもないだろう。 

一方，生態系の分野においては，環境省生物多様性セ

ンターが中心となり，全国の自然系の調査研究を行って

いる地方自治体の研究機関や自然保護センターなどと連

携して，自然系調査研究機関連絡会議（NORNAC）54)を年1

回開催している。ここは自然環境保全施策のための情報

交換・共有の場であるが，気候変動による生態系分野の

影響への適応をテーマに開催することで， NORNAC参加機

関による共同研究（現在は実施されていない）への発展

に繋がる可能性もあるだろう。 

(2) 環境省，国立環境研究所との連携 

環境省は大気汚染物質広域監視システム（通称：そら

まめ君）55)などの全国広域のデータベースがあり，また

国立環境研究所では，前述の酸性雨データベースの他，

有害紫外線モニタリングネットワーク56)，環境数値デー

タベース57)，地球環境データベース58)などの多くのデー

タベースを運用している。また生態系分野では，環境省

生物多様性センターが運用するいきものログ59)などもあ

る。これらと同じような気候変動に関するデータベース

が，環境省や国立環境研究所によって作成，運用される

ようになると，地方環境研究所の気候変動の担当者はセ

ンターの業務や地域計画策定に有効に活用することがで

きるのではないだろうか。このデータベースの一例とし

ては，本稿で紹介したモニタリングネットワークで収集

している地方自治体所有の地域の気象データを，全国一

元的に収集・整備した全国版の高密度気象データベース

などが考えられる。また，生態系分野の場合には，国民

参加型の生物季節や生物分野などの情報収集システムが

これに相当するだろう。このようなシステムの開発と運

用は国主導で行うことが効率的であるだけでなく，地方

環境研究所の負担軽減にもつながるので期待したい。 

(3) 環境分野以外の研究機関，試験場との連携 

長野県においても，気象の極端現象の顕在化にともな

って，さまざまな影響や気象災害が発生している。高温

によるりんごの着色不良やレタスの抽だいの発生などの

農業被害をはじめ，熱中症搬送者数の増加，短時間豪雨

にともなう土石流の発生や斜面崩壊，遅霜による凍霜害

や大雪による交通障害など，県内社会へ大きな影響が現

れ始めている。こうした気候変動の影響への適応におい

ては，防災や農業などの国の研究機関，地方自治体の農

業試験場や林業試験場などとの連携も当然ながら重要に

なるだろう。これらの関係分野との連携は，実際には行

政の縦割りの組織体系の中では意外とハードルが高いと

ころでもあるが，本稿で紹介したプラットフォームのよ

うな組織の立ち上げや，センターを地方環境研究所だけ

でなく，農業試験場など他の試験場とのコンソーシアム

組織として立ち上げるということもアイデアの一つとし

て考えられる。 

(4) 情報デザインとリスク情報の選択 

最後に，地域の気候変動の適応を推進するための肝と

して2点あげておきたい。 
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気候変動に関する様々な情報を，誰に，どのような形

で，しかも価値あるわかりやすい情報として提供できる

かが，気候変動への適応を促進するためには重要であり，

その役割がセンターに問われる可能性もあるだろう。気

候変動に関する情報はとても膨大であり，その中からユ

ーザーにとって価値ある情報を創出することは簡単では

ない。このように膨大な情報をユーザー視点の使いやす

い形にかえる作業のことを情報デザイン60)という。この

本の著者によれば，天気予報はまさに情報のデザインに

よって成り立っているという。個々のアメダスの観測地

点のデータを，時間，空間などで比較整理することで初

めて，ユーザーが「今日は傘を持って出かけよう」と判

断できるような情報になる。つまり，一つ一つはただの

数値データでしかない情報がユーザーにとって欲しい情

報に変化するということを示している。このような観点

から気候変動情報を試行錯誤しながら，またユーザーと

のコミュニケーションを重ねながら，デザインしていく

ことが重要だと考える。 

もう1点は，リスク情報の選択の問題である。気候変動

の適応を考える上では，気候変動によるリスク（場合に

よってはオポチュニティー）を伴った予測情報を利用す

ることは避けられない。しかし同時に，こうした情報に

はさまざまな不確実性に関する問題が常につきまとう。

このことを解決するためには，関係者間での徹底したリ

スクコミュニケーションにつきるが，一方では，地方環

境研究所の担当者がどの気候モデルのアウトプットやシ

ナリオを利用すればよいのか迷わないような，国により

オーソライズされた選択肢（方向性）の提示もこの問題

を回避する助けとなるだろう。ただし，提示された選択

肢にも不確実性が残っていることを忘れずにいる心構え

はもちろん必要だろう。 

以上にあげた論点だけが今後の課題ではない。こうし

た課題の抽出，共有，解決のためにも，気候変動に関す

る全国および地方の研究機関のコミュニティや共同等の

機会がまずはできあがることを期待している。 
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